
180,680 217,646200,691

5.70

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

3,016 3,221

市役所業務のうち事務系にか
かる温室効果ガス排出量
 

5,207t 5,499ｔー

トータルコスト
（a）＋（c）

154,124

43,659

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

決算

7.65

169,247

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

146,419 173,987

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

信頼される行政を進めるまち

156,711
歳出

（直接事業費）（a）
167,614

福西　克行

庁議、政策調整会議等の開催・機構改革の実施・橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定

安心と信頼の市役所運営

企画政策課 部長名

２８年度

目指す都市像
（政策）

番号 10

主担当部 総合政策部

名称

施策 番号 2 名称

この施策の目的

総務部、市民活動部

安心と信頼の市役所運営を行うため、市民にとって便利でわかりやすく、市民ニーズに柔軟に対応できる組織と、公務員とし
て規範的な行動をとる職員により、市民から信頼される市役所を目指す。複数の部課にまたがる行政課題について、連携し
て対応できる組織づくりを行う。また職員が公務員としての倫理を自覚し、責任を遂行できるよう、コンプライアンスや環境保
護に対する意識を高める取組の実施、市民の利便性に重点を置いた庁舎の建設の検討を目的とする。

関係課 資産経営課、総合窓口準備室

33,077 22,828

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

市民のニーズは多様で変化し続けている。
公務員の倫理意識の徹底と高揚が急務である。

・組織の枠にとらわれずに対応するため、市役所の部・課・室を統廃
合して組織のスリム化を行うとともに横断的な課題に取り組むための
体制の構築。
・市政の透明化と法治行政を確立するため、職員等の公正な職務の
執行の確保と、市民全体の公益を保護し、市民の市政に対する信頼
を確保する。
・職員の意識向上に努め、市有施設の温室効果ガス削減に努める。
・新分庁舎オープンに伴い、ライフイベント手続きの効率化を目指す。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

10,474 775

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

関係部

これまでの成果

5,918t

備考欄
２９年度

（総計目標年度）

1件 ０件 ３件 ０件

２７年度

実績 目標 実績 目標

懲戒件数（戒告以上）

4.20 4.00

2,738 3,221

決算 当初予算

170,076152,715 143,018

663 690

23,969

施策評価表　（平成２８年度実施事業対象）　　 （作成日：平成２９年７月１０日）

主担当課



５．施策の評価

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

部局の横断的な課題に対して、政策調整会議等により市役所が抱える問題や課題を共通認識し、解決に向けた取組みに助言等す
ることで、問題解決につながった。
施策指標にある温室効果ガスについては、毎年啓発を行い年々削減していたが、H28年度は施設の増加により上昇した。
庁舎管理については、車両の運行・修理・点検等を一括に管理し、経費削減及び更新計画に基づき適切な車両管理ができている。

３　あまりない

１　高い2

４　低い

2

３　やや低い

７．次年度以降の施策の方向性

説明

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

２　やや高い

１　強化する

説明

３　やや低い

少子高齢化社会の中で安定した行政サービスを提供するためには、今まで以上に組織のスリム化・効率化を図っていく必要があ
る。ただ、市民にとってバランスの欠いた行政運営は市民の信頼を損ねかねない。市民が橿原市に今後も住み続け、暮らし続けた
いと思っていただける市役所運営、行政サービスの提供を今後も念頭に置き行政運営を進めていく。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

市民がこれからも橿原市に安心して暮らし続けたいと思っていただける為にも、市民から信頼される市役所づくりを推
進し、市民生活に関わる諸課題について市民に寄り添った市政運営を図る。

６．施策の課題

この施策の課題
部局の横断的な課題等を全職員に必要な範囲で周知・認識できるように努めなければならない。
平成３０年２月の新分庁舎オープンや、更なる市民のニーズに対応できるよう業務の整理や、スペースの活用を検討する。

成果向上の
可能性はどうか

説明

1 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

平成３０年２月にオープン予定の新分庁舎は、来庁する方が複数の手続きをスムーズに行なえるように総合窓口サービスを充実さ
せ市民の利便性の向上を図る
組織が効率的・効果的に機能できるよう、横断的な行政課題の共有と解決に向けた全庁的な連携を強化し、市民に安心・信頼され
る行政運営を目指す。
設備の保守点検や清掃などの契約を全庁的に一括契約を継続して行うことや、自由化に伴う電気・都市ガスなどを入札により調達
し経費の削減を図る。
庁用車については、安全運転研修の実施及びドライブレコーダーの導入を行い事故発生の低減に努める。

次年度以降の方向性



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

3

企画政策課

内部管理・維持管理

1

4

総合窓口準備室(企画政策課) 転入転出等の、いわゆる「ライフイベント」に関連した業務の総合窓口を導入する。導入に際して、以下の
3点を柱として業務を進めていく。
①合理的な取扱業務の範囲②市民と職員の動きを意識した無駄のないレイアウト③一度の入力情報を
連動できる市民の利便性を考慮したシステムや仕組み
運用面については、番号制度の活用を念頭に、橿原市にとって最適な運用は何かを先進事例等を参考
に検討していく。例：土日開庁・平日時間延長、コンビニ利用（証明書発行）、窓口アウトソーシング、ICT
活用（タブレット、スマートフォン）

1

総合窓口導入支援事
業 43

内部管理・維持管理 （千円）

拡大する

　

　

・社会情勢の変化に柔軟に対応できる組織機構の構築
・複数の部署にまたがる行政課題についての調整
・政策調整会議や副部長ワーキング等の各種会議の運営
・国及び県からの照会や依頼に対する回答の取りまとめ及び報告
・地方創生事業の取りまとめ

1

　

庁内調整事務
585

内部管理・維持管理 （千円）

　

　

　

○

○

事業の方向性及び
Ｈ２８決算額

事業の内容NO.

2 現状のまま継続

132,238

（千円）

　市役所本庁舎としての機能を維持するために、設置されている設備の運転
管理と保守を行い、職員及び来庁者に対する安全と執務機能を整える。ま
た、車で来庁される方の為に隣接する民有地を駐車場として使用するための
手続等を行う。

庁舎管理業務

内部管理・維持管理

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

戦
略

大
綱

　

　

a 拡大する 　

拡大する

a 拡大する

a
見直しな
がら続け

る

（千円）

拡大する

　

2

資産経営課
　本庁舎の車両を集中管理し、運行・修理・点検等を行なう。また、全庁用車
の車両保険の加入や事故発生時には保険会社等の調整を行い円滑に事故
の解決を行う。
　庁用バスの利用申請に基づき配車計画を立て、運行委託をしている庁用バ
ス業務について、安全運行と入札による経費の削減を行う。

1

庁用自動車管理業務
13,553

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

貢献
度

優先度
(ソフト任意)

a
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

資産経営課

施策評価

方向性



（ ）

1

2

1 2 3 4

活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　一般財源

正職員
従事者数　（単位：人）

11,026

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

128,888 154,457

1.90 1.85

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）
30年度 31年度

活動指標①

見込み 見込み

成果指標

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　

平成 ー 年度

対象 　市職員及び来庁される市民

事業の
内容説明

　市役所本庁舎としての機能を維持するために、設置されて
いる設備の運転管理と保守を行い、職員及び来庁者に対す
る安全と執務機能を整える。また、車で来庁される方の為に
隣接する民有地を駐車場として使用するための手続等を行
う。

事業の
目的

　本庁舎としての機能維持のため、設備保守・運転管
理・修繕等の業務と庁中取締りを目的とする。

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度

1.85 2.15

人件費　（c） 10,558 10,558 12,270

トータルコスト　（a）＋（c） 151,561 148,938 142,796 170,638

見込み

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

137,080 134,384

当初予算

計画実績

3,221

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

基本的方向 　 　

重点項目 　 　

行革大綱の
位置付け

項目 　 　

改革名 　 　

予算事業名 ー

実績

439 775 612 690

140,535

決算

2,7383,221

158,368

当初予算

138,380 132,238

3,016

決算
D
O

実
施

備考

（作成日：平成29年  6月  6日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

信頼される行政を進めるまち

安心と信頼の市役所運営

10

2

担当課名 資産経営課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

目指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

庁舎管理業務

黒田　元晴課長名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　本庁舎の建替え計画を踏まえ、現状の市役所本庁舎としての機能を維持し、設備等の最小限の修繕を行い、市民
サービスの低下にならないよう維持管理を行う。
　今後、設備の運転管理、保守点検や清掃業務などの一括契約や自由化に伴う電力入札を継続して実施していく。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明
本庁舎の建替え計画を踏まえ、設備等の最小限の修繕を行い、市民サービスの低下にならないよう維持管
理を行うとともに、新分庁舎建設後の本庁舎運営に伴う改修を行う。

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

　 高い やや高い やや低い 低い

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
老朽化が進んでおり、設備等の更新費用は増加傾向にあるため、コスト低減の余地はあまりない。電力入札
も継続して行う。

説明

1

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

説明

　 4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要



（ ）

1

2

1 2 3 4

正職員

トータルコスト　（a）＋（c） 20,877 21,222

計算式等

D
O

実
施

備考

14,749 17,798

対象 職員及び市事業参加市民

事業の
内容説明

　本庁舎の車両を集中管理し、運行・修理・点検等を行なう。
また、全庁用車の車両保険の加入や事故発生時には保険
会社等の調整を行い円滑に事故の解決を行う。
　庁用バスの利用申請に基づき配車計画を立て、運行委託
をしている庁用バス業務について、安全運行と入札による経
費の削減を行う。

事業の
目的

　本庁舎の車両の運行・修理・点検等を集中管理し、経
費の削減及び更新計画に基づき適切な車両管理を行な
う。
　庁用バスの利用申請に基づき配車計画を立て、安全
に運行する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい

　

重点項目 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

項目 　 　

改革名 　 　

予算事業名 ー

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

　

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標① 0 0

見込み 見込み

300 300

計画

292 300

0

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

年度

　

（作成日：平成29年 6月　6日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

信頼される行政を進めるまち

安心と信頼の市役所運営

10

2

目指す都市像(政策)

施　　　策

黒田　元晴課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

庁用自動車管理業務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

資産経営課

160 160

35

14,784

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

160

決算 当初予算

148

決算

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

当初予算

庁用バス運行回数 160179

財源の内訳

（a）　－　（b）　＝　一般財源

13,553

0 51 0

15,06617,798

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

活動指標②

300

実績

31

集中管理車両稼動回数(年間、1台当たり)

0

見込み

19

292成果指標

自動車事故件数

実績

コストの
推移

（単位：
千円）

従事者数　（単位：人）

6,093 3,424 3,424 3,995

13,502 15,066

16,977 19,061

1.05 0.60 0.60 0.70

人件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

　庁用車については、安全運転研修の実施及びドライブレコーダーの導入により事故発生の低減に努める。
　庁用バスについては、現在良好な状態であるが、運用開始から２０年以上となり今後修繕箇所の増加が予想され
る。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明
庁用車については、安全運転研修の実施及び概ね3年で全車両にドライブレコーダーを導入し事故発生の低
減対策を実施する。ドライブレコーダーの設置に費用が拡大する。

1

やや低い 低い

　車両管理に要する経費の削減ができた。
　安全運転研修の実施により自動車事故は減少し、事故解決に係る事務処理を低減することが出来た。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
　庁用車の稼動回数を減らすことは難しいが、安全運転研修等の継続的な実施により事故の発生を低減させ
る。また、車両の買い替え周期を20年としており、買い替え周期を伸ばすことは出来ないためコスト面の改善
の余地が小さい。庁用バスについても運行回数を減らすことは難しく低減余地は小さい。

説明

2
評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 高い やや高い

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
　概ね適正な集中管理車両稼動回数が維持されており、車両管理に要する経費の削減については成果が出
ている。自動車事故件数が前年度に比べて減少した。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

正職員

トータルコスト　（a）＋（c） 21,332 4,765

計算式等

D
O

実
施

備考

1,467 485

行革大綱№1「パブリックコメント制度の活用」にも該当

対象 職員、県、国

事業の
内容説明

・社会情勢の変化に柔軟に対応できる組織機構の構築
・複数の部署にまたがる行政課題についての調整
・政策調整会議や副部長ワーキング等の各種会議の運営
・国及び県からの照会や依頼に対する回答の取りまとめ及
び報告
・地方創生事業の取りまとめ

事業の
目的

複数の部署にまたがる事案や、高度な政治判断を必要
とする事案について、庁内の調整や、必要に応じて会議
の実施や委員会の運営を行うことにより、適切かつ円滑
な対応を行う。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい

　

重点項目 2 選択と集中による行政経営

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

項目 6 組織、機構の改革

改革名 31 組織、機構の改革

予算事業名 企画調整事務費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

　

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標①

見込み 見込み計画

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

年度

　

（作成日：平成29年6月6日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

信頼される行政を進めるまち

安心と信頼の市役所運営

10

2

目指す都市像(政策)

施　　　策

山本　久敬課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総合政策部

事業内部管理・維持管理

庁内調整事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

企画政策課

10,000

11,467

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

決算 当初予算 決算

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

当初予算財源の内訳

（a）　－　（b）　＝　一般財源

585 553485

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

活動指標②

実績 見込み

成果指標

実績

コストの
推移

（単位：
千円）

従事者数　（単位：人）

9,865 4,280 4,280 4,566

585 553

4,865 5,119

1.70 0.75 0.75 0.80

人件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

毎年、庁内各部（局）課との調整や協議を行いながら、社会情勢に対応しつつ組織の検討を実施している。今後も組
織のスリム化による業務の効率化を目指し、市民のニーズ及び事務の効率化を進めるよう組織体制を構築できるよう
に努める。
　まち・ひと・しごと地方創生総合戦略策の進捗管理を図りつつ、地方創生に関連する業務を継続して取組むよう、国
からの補助金等を活用して橿原市のまちづくりに反映していく。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明
複数部署間の円滑な調整や、効率的な行政運営のため、引き続き組織・機構の改革を行う。
定例的な調査に対する回答等、その他調整が必要な事案についても、効率化・円滑化を進める。
地方創生に関する補助金を各課に周知し積極的に活用することで、財政面でも貢献できる。

1

やや低い 低い

社会情勢等に即した柔軟な組織・機構の構築や、庁内の意見調整の円滑化により、市民からの要望への対
応や事務処理のスピードアップにつながる。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明
機構改革に係る事務は、全庁横断的に調整を図る必要があるため、慎重に進めるべきものである。
その他の調整事務については、これまでの経験等を活用し、簡素化や効率化に努めている。

説明

2
評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 高い やや高い

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出てい
る

3
現時点では十分な成
果が出ていない

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
市民のニーズに適応できるような組織作りをし、横断的業務を解決すべく政策調整会議を定期的に開催して
いる。また、他の機関からの調査等を取りまとめて、円滑に業務等を行えるよう調整機関としての役割を担っ
ている。さらに地方創生関連の情報を共有し、国への補助金等の申請も積極的に行なっている。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

正職員

トータルコスト　（a）＋（c） 6,921 5,755

計算式等

D
O

実
施

備考

828 48

行革大綱実施計画　改革№33「窓口業務における民間委託導入の検討」にも該当

対象 総合窓口関連課

事業の
内容説明

転入転出等の、いわゆる「ライフイベント」に関連した業務の総合窓
口を導入する。導入に際して、以下の3点を柱として業務を進めてい
く。
①合理的な取扱業務の範囲②市民と職員の動きを意識した無駄の
ないレイアウト③一度の入力情報を連動できる市民の利便性を考
慮したシステムや仕組み
運用面については、番号制度の活用を念頭に、橿原市にとって最適
な運用は何かを先進事例等を参考に検討していく。例：土日開庁・
平日時間延長、コンビニ利用（証明書発行）、窓口アウトソーシン
グ、ICT活用（タブレット、スマートフォン）

事業の
目的

総合窓口を導入することにより、市民にとっては利便性
の向上を、職員にとっては効率性の向上を目的とし、
もって市民と職員の満足度の向上に資するものとする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住
民ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与
の必要性を
評価してく
ださい

説明

やめた
場合の
影響は

　 非常に大きい やや大きい

　

重点項目 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

行革大綱の
位置付け

項目 1 親しまれる市役所の実現

改革名 32 総合窓口の開設

予算事業名

事業の開始年度 平成 26 年度 事業の終了予定年度 平成 29

単位当た
りコスト

　

総合戦略の
位置付け

基本目標 　 　

30年度 31年度

活動指標① ‐ ‐

見込み 見込み計画

2

基本的方向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

年度

　

（作成日：平成29年 5月26日）事務事業評価表（平成28年度実施事業対象）

信頼される行政を進めるまち

安心と信頼の市役所運営

10

2

目指す都市像(政策)

施　　　策

河野　悦昌課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

市民活動部

事業内部管理・維持管理

総合窓口導入支援事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

総合窓口準備室(企画政策課)

‐ ‐

828

受益者負担額以外の歳入（補助金等）

10

決算 当初予算

4

決算

歳出　（直接事業費）　（a）

歳入
（b）

受益者負担額

当初予算

総合窓口個別会議の開催数 34

財源の内訳

（a）　－　（b）　＝　一般財源

43 048

指標の
推移

名称及び単位等
27年度 28年度 29年度

（総計目標）

活動指標②

実績

2 1

見込み

1

成果指標

総合窓口連絡会議の開催数

実績

コストの
推移

（単位：
千円）

従事者数　（単位：人）

6,093 5,707 4,566 22,828

43 0

4,609 22,828

1.05 1.00 0.80 4.00

人件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

住民票や税証明等の各種証明書を総合窓口での発行及びライフイベントに伴う窓口手続きを簡素化・簡略化するこ
とにより、市民の利便性が高まる。各所属との業務を連携して処理するため、客の待ち時間の短縮、職員の事務処
理時間の低減が可能となる。

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて
記入してください

拡大する 現状のまま継続 縮小する 課内
優先度

　
廃止又は休止する 完了する

説明
今後も総合窓口での業務追加や窓口アウトソーシング等を検討し、実施していく必要があるためコスト増が
見込まれる。

1

やや低い 低い

総合窓口の導入は市民の利便性や満足度に直結しており、信頼される行政を進めることに適合しているた
め。

効率性評価
1

効率性が高く、これ以
上の改善は見込めな
い

2
効率性が高いが、さらに
改善できる余地はある

3
効率性が低く、改善が
必要

4
効率性が低いが、改善
が見込めない

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

説明 総合窓口システムの導入により、各課が業務連携するため職員の事務処理時間やコストが低減できる。

説明

2
評
価

現時点で
の有効性を
評価してく

ださい

上位施策
への貢献
度はどうか

1 高い やや高い

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点で
の成果に
ついて

1 十分な成果が出ている 2
概ね十分な成果が出て
いる

3
現時点では十分な成
果が出ていない

4
成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

説明
総合窓口連絡会議や５つの個別会議（業務選定、証明、レイアウト、アウトソーシング、システム）を実施する
ことにより、事業を推進している。

2
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